



年 月に開学した。公益学に対しては 公益諸現象を総合的に研究する 学問
であるとか 社会が抱えるさまざまな課題を公益の視点から総合的に見直し、
その上で公益を体系化する 学問であるなど、さまざまな定義が与えられて






































と それ以外の研究 とに分けられる。 公益に関する研究 と それ以外の
研究 の区分は実際上困難であるが、それを前提とした上で 公益に関する研
究 はさらに 公益 の語をタイトルに含む研究 と それ以外の研究 と
に分類することができる。
本稿の対象とする 公益研究 は、第一に 公益 の語をタイトルに含む
研究 である。そして、第二に 日本公益学会で発表された研究 である。 日
本公益学会で発表された研究 には 公益 の語をタイトルに含む研究 だ
けでなく 公益 の語をタイトルに含まない研究 も含まれることになる。











い。また、 公 公共 をはじめとする 公益 のさまざまな類似語や関連語
がタイトルに含まれ公益に関係する研究であると思われるものも、本稿の 公
益研究 の対象とはならない。逆に、研究の内容は公益に関するものとは必ず






り、その場合 公益 の語をタイトルに含む研究 と定義することは客観的
基準を用いた一つの方法であると考えるからである。第二に、公益に関する研
究はもとより多様なものであるが、先にもふれたように 公益学 あるいは 公












図 は、公益大教員 による 公益 の語をタイトルに含む研究 業績数
を時系列で示したものである。
（注） ． 公益大教員 は、全常勤教員（特任教授を含み、非常勤講師を除く）。
なお、公益大常勤教員がメンバーである東北公益文科大学公益小論文編
集委員会や公益研究会などを含む。
． 公益 の語をタイトルに含む研究 は、 東北公益文科大学 の語を
タイトルに含む研究を除く。また 公益法人 公益組織体 などの語
をタイトルに含む研究や などの英単語をタイト
ルに含む研究は含む。
公益大教員による 公益 の語をタイトルに含む研究業績数は、 年度が
件、 年度が 件と多かったが、 年度以降は減少傾向が定着し毎年度
件前後で推移している。
内訳を見ると、 編著書 は 年度以降は東北公益文科大学公益小論文編
集委員会が毎年編集している書物 が 件に数えられているため、それを除く
と毎年度 件で推移している（表 および表 参照）。 年度の 編著書




図 公益大教員による 公益 の語をタイトルに含む研究業績数
． 編著書 は、公益研究会編 私の公益ノート を含む。
． 論文 は、学会誌掲載論文や研究報告書など。なお 東北公益文科大
学総合研究論集 に掲載されたものは形式を問わず全て含む。









表 公益大教員による 公益 の語をタイトルに含む編著書一覧
（東北公益文科大学公益小論文編集委員会編を除く）
出版年度 編著者 タイトル 出版社
小松隆二 公益学のすすめ 慶應義塾大学出版会























．公益研究会編 私の公益ノ ト は市販されたものではないがここに含めた。
．中谷常二等編著 公益ビジネス研究叢書 は本稿執筆中の現在 が















また 論文 では、とくに 東北公益文科大学総合研究論集 への発表件
数が 年度は 件、 年度は 件あり、開学当初は公益大内部において積
極的に公益に関する研究発表が行われていたことがうかがえる。しかし、
年度以降は毎年度 件で、学内の論集への公益に関する研究発表は以前より









約から、卒業論文および修士論文 に限定して 公益 の語をタイトルに含む
研究業績を集計した 。
図 は学部生による 公益 の語をタイトルに含む卒業論文の数とその全体
に占める割合、そして図 は大学院修士課程学生による 公益 の語をタイト
ルに含む修士論文の数とその割合である。
初めての学部卒業生である 期生が提出した 年度の卒業論文では 件、
割合にして全体の が 公益 の語をタイトルに擁する論文であった。し
かし、翌年度以降減り始め、 年度（ 期生） 年度（ 期生）では毎
年度 件未満、割合では となり、 年度（ 期生）では唯 件、
割合では となった。現在では 公益 をタイトルに掲げた卒業論文がほ
とんど見られないことがわかる。
東北公益文科大学における公益研究の動向















（注） ． 教員 は、全常勤教員（特任教授を含み、非常勤講師を除く）。
． 年度の投稿件数は、常勤教員就任予定者（ 年度 ）のそれを含む。
（資料）日本公益学会 公益学研究 より集計。
枠にはとらわれず、自由に、柔軟に非営利の公益・公益活動を総合的に研究す










図 は、年 回発行される日本公益学会誌 公益学研究 への投稿件数であ
る。公益大からの投稿者は教員（特任教授を含む）、教員 、大学院生、大学
院生 であった。投稿数は 年度の創刊号が 件ともっとも多く、 年度
以降は毎年度 件の間で増減を繰り返している。内訳では、公益大大学院が




図 公益大教員および大学院生による日本公益学会誌 公益学研究 への投稿件数




して開催されたためと考えられる 。 年度の発表数は 件であるが、その
うち教員の発表は 件であった。
（注） ． 教員 は、全常勤教員（特任教授を含み、非常勤講師を除く）。
． は 年 月の創立大会、 は 年 月の第 回大会。
．開学前の 年度における公益大常勤教員就任予定者は 教員 として数えた。






少してきている。とくに、 年度には教員による 公益 の語をタイトルに
含む 論文 数が 件となったこと、そして 公益 の語をタイトルに含む卒
業論文数も 件となったこと、さらに 年度には教員による日本公益学会で
の発表数が 学会誌への投稿 および 大会での口頭発表 ともに 件となっ








（ ） 学内研究会 公益研究会 の開催状況
公益研究会は、公益大開学年の 年 月に公益大の教員有志が立ち上げた
学内研究会である 。公益大教員による 公益 の語をタイトルに含む研究業
績の減少に関係している要因の一つとして、学内の公益研究の場である公益研
究会の活動が不活発になっているのではないかということが考えられる。
図 は各年度の公益研究会の開催回数である。 ヶ月間で 回を開催した
年度、そして年間 回を開催した 年度をピークに開催回数は 年度まで
徐々に減少したが、 年度には 回、 年度には 回と少し盛り返した。し
かしながら、 年度以降は 回も開催されず、活動は休止状態が続いている。
東北公益文科大学における公益研究の動向




























技術と公益 医療と公益 公益の歴史 環境と公益 公益法人論 の 科
目が 公益 の語を科目名に含む科目であった。選択科目は 公益自由研究
と つの講義科目の 科目が 公益 の語を科目名に含むものであり、合計で 公
益 の語を科目名に含む科目は 科目であった。 年度にはカリキュラムを
完成年度まで変更できないことの例外として、選択科目である 学校法人会計
と 公益法人会計 を 公益組織体会計 公益組織体会計 に名称変更




公益 の語を科目名に含む必修科目は 公益概論 公益概論 公益自
由研究 の 科目となった。 公益概論 が追加されたため、 公益 の語を
科目名に含む科目の合計は 科目に増加した。
年度には コース制を導入する大幅なカリキュラム改革が実施され、 公
益 の語を科目名に含む必修科目は 公益概論 公益自由研究 の 科目のみ
となる代わりに、各コースの必修科目として 政策マネジメントと公益 地
域共創と公益 社会福祉と公益 環境サイエンスと公益 の 科目が置かれ
た（選択必修科目）。従来の選択科目も大幅に整理されたため、 公益 の語を
科目名に含む科目の合計は 科目に減少した。 年度には新たに 公益社会
演習 が選択科目として置かれたため、 公益 の語を科目名に含む科目の合
計は 科目となった。
大学院修士課程の科目は、修士論文を作成する 演習 以外は全て選択科目
である。選択科目は、大きく 共通領域科目 と それ以外の科目 に分けら
れる。 共通領域科目 とは公益に関する理論・思想について修得する 共通
科目 を中心とするものであり、 共通領域科目 のうち 公益学総論 公益
の哲学倫理 公益の思想 公益史 国際公益論 公益ファイナンス の
科目が 公益 の語を科目名に含む科目であった。
それ以外の科目 の中心である 中核領域科目 は 領域 分野、すなわ
ち 公益経営 領域を構成する 非営利組織の経営 企業と社会的責任・社
会貢献経営 の 分野、そして 公益の科学・まちづくり 領域を構成する 安
全と公益の科学 市民と行政の共創によるまちづくり 公益政策 の 分野
のいずれかに配置された（図 参照）。そこでは 公益 の語を科目名に含む
科目は 科目 であった。これは、 公益法人研究 安全と公益の科学 公
益政策研究 の名称のもとでそれぞれ複数の科目（ など）が置かれたこ
とによるところが大きい。まとめると、 年度開設当初の 公益 の語を科
目名に含む科目の合計は 科目であった。




完成年度が明けた 年度には 公益 の語を科目名に含む 共通領域科目
が 科目減少するとともに、 公益政策 の分野が再編され、 公益政策 分野
の代わりに 行政の経営 分野が 公益経営 の領域に創設された（図 参照）。
それに伴い、 公益政策 の科目名が 行政研究 などその他の科目名に変更
（資料）東北公益文科大学大学院 学修ガイド （ ）より集計。
図 修士課程の領域・分野、科目群の変遷






























されたことなどから、 公益 の語を科目名に含む それ以外の科目 は減少
した。 公益 の語を科目名に含む科目の合計は 科目 となった。 年度
には 中核領域科目 として 安全と公益の科学 が追加されたため、 公益




基礎科目 において 公益 の語を科目名に含む科目が 科目に減少する
とともに、 領域 分野は 政策系 ソーシャル・ビジネス系 地域共創系
福祉・環境系 の つの科目群に再編された（図 参照）。その結果、それ
らの科目群に配置される科目も大幅に見直され、 基礎科目 以外の科目、
すなわち それ以外の科目 で 公益 の語を科目名に含む科目は 科目に減
少した。合計で 公益 の語を科目名に含む科目は 科目と大幅に減少した。
博士後期課程の科目も、博士論文作成指導を受ける 研究指導科目 以外は
全て選択科目である。 年度の開設当初は全選択科目 科目中 公益組織研
究 公益組織体会計研究 公益事業研究 公益学研究 の 科目が 公益
の語を科目名に含む科目であった。 年度には、修士課程と同時に実施され
たカリキュラム改革によって選択科目は全て 公益学研究特殊講義 の名称（
）となり、 公益 の語を科目名に含む科目は 科目となった。
















院生・学部生（ を含む）の総数は年々増加しており、図 の 日本公益学
会員に占める割合 からもわかるように日本公益学会員数自体が伸び悩んでい
るため、公益大教職員・大学院生・学部生（ を含む）が学会員全体に占め
る割合も漸増している。一方で、図 の内訳や図 の 公益大教員のうち日本
公益学会に入会している者の割合 からは次のことが読み取れる。
（注） ． 教員 は、全常勤教員。
． 職員 は、理事および学校法人東北公益文科大学を含む。
（資料）日本公益学会員名簿（ ） より集計。
図 日本公益学会に入会している公益大教職員 大学院生 学部生の数（ を含む）
東北公益文科大学における公益研究の動向
















年度に 名、 年度に 名、 年度に 名、また を含めた大学院生総数は、





性がある 。ただし、前掲図 および図 からもわかるように、実際には公益大
大学院生（ を含む）による 学会誌への投稿 は 件のみで、 大会での口
頭発表 に比べて少ない。学会誌への投稿 が査読制をとっていることが、大




公益 の語をタイトルに含む研究 と 日本公益学会で発表された研究







（ ） 学内の公益研究の場である公益研究会が 年度以降活動を休止している、















なお、 年度以降公益を明示的に掲げた 研究 の減少が顕著になってい
る可能性があると述べたが、一方で公益の 教育 にとっては明るいきざしも
いくつか見られる。一つは 年度から実施されている山形県立置賜農業高校





















公益大開学から 年が経ち 公益 を取り巻く社会環境は大きく変化し、社会
においては 公益 概念の重要性がさまざまな形で認識されるようになってき
ている。そんな中、公益大の使命である 公益学の考究 あるいは 公益実現











たとえば、白田裕司 近代における 公 とは何か 世紀ロンドンの事例か





して タイトルに 庄内 山形 等地域名を含む研究 を抽出し過去 年間の
動向を分析した。なお、武田氏との会話からはとくにさまざまなヒントを得た。
ここに感謝の意を表したい。ただし、本稿の内容に関する責任は全て筆者にある。





公益大開学年度の 年度から毎年 思いやり 自分らしさ などのテーマの
もと全国の高校生から募集するエッセイ・小論文等のうち優秀作品数十点を掲載
する書物。
原則として毎年度 回発行されるが、 年度は 回であった。





（日本公益学会 年度大会口頭発表）、小野英一 公益のふるさと庄内 考
公益のふるさと庄内 をめぐる状況の把握、議論の整理と今後の議論の論点・











中核領域科目 は原則として （前期科目）と （後期科目）から構成され
ており、従来の 事例研究 科目に当たる は除く。
日本公益学会員名簿は原則として隔年で発行される。
年度東北公益文科大学大学院 学修ガイド より。
年度日本公益学会に入会している大学院生（ 含む） 名のうち 名が博士
後期課程の大学院生（ 含む）であった。
年度からは公益の語を科目名に含む科目の一つである 公益社会演習 の
一つとしても プロジェクト が取り上げられることになった。
